
【様式第1号】
平成30年度

一般会計等貸借対照表
(平成31年03月31日現在)

(単位:百万円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 90,101　固定負債 30,831
　　有形固定資産 77,937　　地方債 27,624
　　　事業用資産 49,632　　長期未払金 -
　　　　土地 19,464　　退職手当引当金 3,206
　　　　立木竹 3,460　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 44,270　　その他 -
　　　　建物減価償却累計額 △22,659　流動負債 3,137
　　　　工作物 4,093　　1年内償還予定地方債 2,768
　　　　工作物減価償却累計額 △2,596　　未払金 -
　　　　船舶 -　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 -　　前受金 -
　　　　浮標等 -　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 -　　賞与等引当金 276
　　　　航空機 -　　預り金 93
　　　　航空機減価償却累計額 -　　その他 -
　　　　その他 - 負債合計 33,967
　　　　その他減価償却累計額 -【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 3,600　固定資産等形成分 90,601
　　　インフラ資産 28,145　余剰分(不足分) △30,880
　　　　土地 7,142
　　　　建物 3,035
　　　　建物減価償却累計額 △1,948
　　　　工作物 54,773
　　　　工作物減価償却累計額 △34,965
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 108
　　　物品 581
　　　物品減価償却累計額 △421
　　無形固定資産 457
　　　ソフトウェア 1
　　　その他 456
　　投資その他の資産 11,707
　　　投資及び出資金 260
　　　　有価証券 49
　　　　出資金 211
　　　　その他 -
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 149
　　　長期貸付金 6
　　　基金 11,303
　　　　減債基金 429
　　　　その他 10,874
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 △11
　流動資産 3,587
　　現金預金 3,031
　　未収金 60
　　短期貸付金 -
　　基金 500
　　　財政調整基金 500
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 △4 純資産合計 59,721

資産合計 93,688 負債及び純資産合計 93,688



【様式第2号】
平成30年度

一般会計等行政コスト計算書
自 平成30年04月01日
至 平成31年03月31日

(単位:百万円)
科目 金額

　経常費用 19,909
　　業務費用 10,490
　　　人件費 4,015
　　　　職員給与費 2,925
　　　　賞与等引当金繰入額 276
　　　　退職手当引当金繰入額 263
　　　　その他 551
　　　物件費等 6,136
　　　　物件費 4,083
　　　　維持補修費 253
　　　　減価償却費 1,781
　　　　その他 18
　　　その他の業務費用 339
　　　　支払利息 143
　　　　徴収不能引当金繰入額 -
　　　　その他 197
　　移転費用 9,419
　　　補助金等 3,152
　　　社会保障給付 3,393
　　　他会計への繰出金 2,861
　　　その他 12
　経常収益 972
　　使用料及び手数料 257
　　その他 716
純経常行政コスト 18,936
　臨時損失 -
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 -
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 3
　　資産売却益 3
　　その他 -
純行政コスト 18,933



【様式第3号】
平成30年度

一般会計等純資産変動計算書
自 平成30年04月01日
至 平成31年03月31日

(単位:百万円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 57,928 89,208 △31,280
　純行政コスト(△) △18,933 △18,933
　財源 20,711 20,711
　　税収等 16,733 16,733
　　国県等補助金 3,978 3,978
　本年度差額 1,778 1,778
　固定資産等の変動（内部変動） 1,383 △1,383
　　有形固定資産等の増加 7,433 △7,433
　　有形固定資産等の減少 △3,717 3,717
　　貸付金・基金等の増加 1,908 △1,908
　　貸付金・基金等の減少 △4,242 4,242
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 14 14
　その他 - △5 5
　本年度純資産変動額 1,792 1,393 400
本年度末純資産残高 59,721 90,601 △30,880



【様式第4号】
平成30年度

一般会計等資金収支計算書
自 平成30年04月01日
至 平成31年03月31日

(単位:百万円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 18,254
　　業務費用支出 8,833
　　　人件費支出 4,144
　　　物件費等支出 4,360
　　　支払利息支出 143
　　　その他の支出 186
　　移転費用支出 9,420
　　　補助金等支出 3,154
　　　社会保障給付支出 3,393
　　　他会計への繰出支出 2,861
　　　その他の支出 12
　業務収入 20,879
　　税収等収入 16,804
　　国県等補助金収入 3,110
　　使用料及び手数料収入 262
　　その他の収入 702
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 169
業務活動収支 2,794
【投資活動収支】
　投資活動支出 7,505
　　公共施設等整備費支出 5,596
　　基金積立金支出 1,152
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 757
　　その他の支出 0
　投資活動収入 4,996
　　国県等補助金収入 713
　　基金取崩収入 3,484
　　貸付金元金回収収入 758
　　資産売却収入 41
　　その他の収入 -
投資活動収支 △2,509
【財務活動収支】
　財務活動支出 2,783
　　地方債償還支出 2,783
　　その他の支出 -
　財務活動収入 4,789
　　地方債発行収入 4,789
　　その他の収入 -
財務活動収支 2,007
本年度資金収支額 2,291
前年度末資金残高 647
本年度末資金残高 2,938

前年度末歳計外現金残高 157
本年度歳計外現金増減額 △64
本年度末歳計外現金残高 93
本年度末現金預金残高 3,031



一般会計等財務書類 注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

    イ 昭和 60 年度以降に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価 

     取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価 

      ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

   ② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

     取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価 

     取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

   ① 満期保有目的有価証券 

      該当なし 

   ② 満期保有目的以外の有価証券 

    ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                          （売却原価は移動平均法により算定） 

    イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・取得原価 

   ③ 出資金 

    ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                          （売却原価は移動平均法により算定） 

    イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     該当なし 

 

 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物  14 年～50 年 

      工作物 10 年～60 年 

      物品    3 年～10 年 

   ② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

     （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。） 

   ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ－

ス取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リ

ース取引を除きます。）・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法 

 

 (5) 引当金の計上基準及び算定方法 



    

   ① 徴収不能引当金 

     長期延滞債権、未収金、貸付金及び基金貸付金の徴収不能又は回収不能に備えるため、

過去５年間の平均不納欠損率等により、徴収不能見込額又は回収不能見込額を計上し

ています。 

   ② 退職手当引当金 

     職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務諸表作成基準日において在職する職

員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。 

   ③ 損失補償等引当金 

     履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

   ④ 賞与等引当金 

     職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度６月支給予定の期末勤勉手当並びにそれ

らに係る法定福利費相当見込額のうち、本会計年度期間において発生していると認め

られる金額（12 月から３月までの４か月分）を計上しています。 

 

 (6) リース取引の処理方法 

   ① ファイナンス・リース取引 

    ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー

ス料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

      通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    イ ア以外のファイナンス・リース取引 

      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   ② オペレーティング・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいま

す。 

 

 (8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

   ① 物品及びソフトウェアの計上基準 

     物品については、取得価額または見積価格が 100 万円（美術品・骨董品は 300 万円）以

上の場合に資産として計上しています。 

     ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じます。 

   ② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、または固

定資産の取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理し

ています。 

 

２ 重要な会計方針等の変更 

 

 (1) 会計方針の変更 

     該当なし 

  

(2) 表示方法の変更 

     該当なし 



 

 (3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

     該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

 

 (1) 主要な業務の改廃 

     該当なし 

 

 (2) 組織・機構の大幅な変更 

     該当なし 

 

 (3) 地方財政制度の大幅な改正 

     該当なし 

 

 (4) 重大な災害等の発生 

     該当なし 

 

４ 偶発債務 

 

 (1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

     該当なし 

 

 (2) 係争中の訴訟等 

     該当なし 

 

５ 追加情報 

 

 (1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

   ① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

      一般会計 

      同和対策住宅新築資金等貸付事業特別会計 

   ② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

      差異なし 

   ③ 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、当会

計年度に係る出納整理期間（平成 30 年４月１日～５月 31 日）における現金の受払い

等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   ④ 各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため合計金額が一致しない場合があ

ります。 

   ⑤ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

       -        -       7.3      45.5 

   ⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

      1,425 千円 

   ⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

      繰越明許費（一般会計） 5,742,497 千円 

   ⑧ 過年度修正等に関する事項 

      該当なし 



 

 (2) 貸借対照表に係る事項 

    ① 売却可能資産の対象範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、計画等で売却の方向性が示されている資産及び財産収入とし

て予算措置がされている公共資産としています。 

該当なし 

   ② 減債基金に係る積立不足額 

      該当なし 

   ③ 基金借入金（組替運用） 

歳計現金に不足が生じる場合、効率性を勘案の上、歳計現金への組替運用を行ってい

ます。 

   ④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需

用額に含まれることが見込まれる金額 

      35,316,865 千円 

   ⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は次のと

おりです。 

      標準財政規模                     15,928,302 千円 

      元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額   3,462,932 千円 

      将来負担額                      55,575,587 千円 

      充当可能基金額                    10,296,598 千円 

      特定財源見込額                     2,825,581 千円 

      地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     36,780,789 千円 

   ⑥ 地方自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務

金額 

      該当なし 

   ⑦ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行

われていない法定外公共物は次のとおりです。なお、当該資産は貸借対照表の資産に

計上されません。 

      該当なし 

   ⑧ ＰＦＩ事業に係る資産 

      該当なし 

 

 (3) 行政コスト計算書に係る事項 

     該当なし 

 

 (4) 純資産変動計算書に係る事項 

   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

   ① 固定資産等形成分 

     固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

   ② 余剰分（不足分） 

     純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 



 (5) 資金収支計算書に係る事項 

   ① 基礎的財政収支  427,166 千円  

   ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

      資金収支計算書  

       業務活動収支              2,793,836 千円 

        減価償却費            △1,781,276 千円 

        徴収不能引当金の増減額        △5,283 千円 

        退職手当引当金の増減額        △131,720 千円 

        賞与等引当金の増減額           2,578 千円 

        未収金の増減額            △16,348 千円 

        固定資産売却損益             3,230 千円 

        資本的国県等補助金           713,038 千円 

        その他資産・負債の増減額        199,762 千円 

      純資産変動計算書の本年度差額      1,777,817 千円 

 

   ③ 一時借入金 

     一時借入金はありません。なお、一時借入金の限度額は 2,500,000 千円です。 

   ④ 重要な非資金取引 

      該当なし 

 



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減損損失
累計額

（E)

本年度末
減価償却
累計額

（Ｆ)

本年度償却額
（Ｇ)

差引本年度末残高
（D)－（E)－（Ｆ）

（Ｈ)

70,067,760,533 6,794,752,740 1,974,658,500 74,887,854,773 - 25,255,369,660 913,378,677 49,632,485,113

19,355,669,066 137,181,049 28,607,499 19,464,242,616 - 0 0 19,464,242,616

3,460,027,000 3,460,027,000 - 0 0 3,460,027,000

40,268,751,673 4,001,501,449 44,270,253,122 - 22,659,022,683 834,847,750 21,611,230,439

4,052,157,222 40,807,047 4,092,964,269 - 2,596,346,977 78,530,927 1,496,617,292

0 0 - 0 0 0

0 0 - 0 0 0

0 0 - 0 0 0

0 0 - 0 0 0

2,931,155,572 2,615,263,195 1,946,051,001 3,600,367,766 - 0 0 3,600,367,766

64,383,011,884 682,636,623 7,746,400 65,057,902,107 - 36,913,088,989 824,910,316 28,144,813,118

7,024,845,019 117,067,613 7,141,912,632 - 0 0 7,141,912,632

3,034,703,131 3,034,703,131 - 1,947,813,538 71,739,678 1,086,889,593

54,301,513,470 471,740,988 54,773,254,458 - 34,965,275,451 753,170,638 19,807,979,007

0 0 - 0 0 0

21,950,264 93,828,022 7,746,400 108,031,886 - 0 0 108,031,886

517,145,893 64,212,944 581,358,837 - 421,443,039 38,914,182 159,915,798

134,967,918,310 7,541,602,307 1,982,404,900 140,527,115,717 - 62,589,901,688 1,777,203,175 77,937,214,029

 物品

合  計

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

 事業用資産

　  土地

　　立木竹

　　建物



②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

2,215,593,590 25,615,614,846 3,402,856,178 1,360,836,737 9,999,916,935 1,332,292,209 5,705,374,618 49,632,485,113

1,224,169,484 8,089,299,848 1,278,517,762 971,684,110 6,038,410,582 118,075,554 1,744,085,276 19,464,242,616

0 0 0 0 3,460,027,000 0 0 3,460,027,000

953,527,678 17,292,001,130 2,096,680,700 389,152,627 471,930,289 71,558,282 336,379,733 21,611,230,439

37,896,428 234,313,868 27,657,716 0 29,549,064 1,142,658,373 24,541,843 1,496,617,292

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 3,600,367,766 3,600,367,766

27,664,587,274 11,724,776 0 9,064,000 375,419,485 0 84,017,583 28,144,813,118

6,918,429,709 2,669,940 0 0 136,795,400 0 84,017,583 7,141,912,632

1,016,232,915 0 0 9,064,000 61,592,678 0 0 1,086,889,593

19,621,892,764 9,054,836 0 0 177,031,407 0 0 19,807,979,007

0 0 0 0 0 0 0 0

108,031,886 0 0 0 0 0 0 108,031,886

10,735,262 41,312,759 10,998,933 0 3 94,800,102 2,068,739 159,915,798

29,890,916,126 25,668,652,381 3,413,855,111 1,369,900,737 10,375,336,423 1,427,092,311 5,791,460,940 77,937,214,029

　　工作物

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

合計

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

 事業用資産

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：円）

銘柄名
株数・口数など

（Ａ）
時価単価

（Ｂ）

貸借対照表計上額
（Ａ）×（Ｂ）

（Ｃ）

取得単価
（Ｄ）

取得原価
（Ａ）×（Ｄ）

（Ｅ）

評価差額
（Ｃ）－（Ｅ）

（Ｆ）

（参考）財産に関する
調書記載額

しなの鉄道㈱株券 970 50,000 48,500,000 50,000 48,500,000 0 48,500,000

㈱信州ケーブルテレビジョン株券 1,600 500 800,000 500 800,000 0 800,000

㈱信州スポーツスピリット株券 300 1 300 10,000 3,000,000 △ 2,999,700 3,000,000

合計 2,870 ― 49,300,300 ― 52,300,000 △ 2,999,700 52,300,000

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（Ａ）

資産
（Ｂ）

負債
（Ｃ）

純資産額
（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｄ）

資本金
（Ｅ）

出資割合（％）
（Ａ）/（Ｅ）

（Ｆ）

実質価額
（Ｄ）×（Ｆ）

（Ｇ）

投資損失引当金
計上額
（Ｈ）

（参考）財産に関する
調書記載額

千曲市土地開発公社 3,000,000 348,300,642 108,097,150 240,203,492 3,000,000 100.00 240,203,492 0 3,000,000

信州千曲観光局 5,000,000 11,936,090 931,425 11,004,665 5,000,000 100.00 11,004,665 0 5,000,000

合計 8,000,000 360,236,732 109,028,575 251,208,157 8,000,000 - 251,208,157 0 8,000,000

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：円）

相手先名
出資金額

（Ａ）
資産
（Ｂ）

負債
（Ｃ）

純資産額
（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｄ）

資本金
（Ｅ）

出資割合（％）
（Ａ）/（Ｅ）

（Ｆ）

実質価額
（Ｄ）×（Ｆ）

（Ｇ）

強制評価減
（Ｈ）

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（ Ｉ ）

（参考）財産に関する
調書記載額

長野県農業信用基金協会 8,650,000 254,578,179,448 243,463,585,577 11,114,593,871 11,114,593,871 0.08 8,650,000 0 8,650,000 8,650,000

長野森林組合 16,690,200 1,158,908,904 401,241,805 757,667,099 757,667,099 2.20 16,690,200 0 16,690,200 16,690,200

長野地域ふるさと市町村圏基金造成出資金 109,920,000 1,000,000,000 0 1,000,000,000 1,000,000,000 10.99 109,920,000 0 109,920,000 109,920,000

長野県信用保証協会 13,788,500 562,383,348,910 518,405,547,545 43,977,801,365 43,977,801,365 0.03 13,788,500 0 13,788,500 13,788,500

長野県消防協会 955,627 473,099,112 614,951 472,484,161 472,484,161 0.20 955,627 0 955,627 955,627

長野県緑の基金 2,540,000 662,361,447 2,670,461 659,690,986 659,690,986 0.39 2,540,000 0 2,540,000 2,540,000

長野県テクノ財団 28,930,000 5,893,653,020 280,425,704 5,613,227,316 5,613,227,316 0.52 28,930,000 0 28,930,000 28,930,000

更埴地域勤労者共済会 15,000,000 67,561,216 8,667,211 58,894,005 58,894,005 25.47 15,000,000 0 15,000,000 15,000,000

地方公営企業等金融機構 6,100,000 24,755,829,000,000 24,488,401,000,000 267,427,000,000 267,427,000,000 0.00 6,100,000 0 6,100,000 6,100,000

長野県林業コンサルタント協会 50,000 1,340,946,562 224,228,404 1,116,718,158 1,116,718,158 0.00 50,000 0 50,000 50,000

合計 202,624,327 25,583,387,058,619 25,251,187,981,658 332,198,076,961 332,198,076,961 - 202,624,327 0 202,624,327 202,624,327



④基金の明細 （単位：円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

（貸借対照表計上額）
（参考）財産に関する

調書記載額

財政調整基金 2,923,773,592 599,725,000 0 3,523,498,592 3,523,498,592

減債基金 228,823,977 200,000,000 428,823,977 428,823,977

職員退職手当基金 482,523,657 199,659,000 682,182,657 682,182,657

新庁舎建設基金 1,245,105,145 1,245,105,145 1,245,105,145

文化振興基金 131,973,151 131,973,151 131,973,151

魅力あるまちづくり基金 2,132,883,626 300,000,000 2,432,883,626 2,432,883,626

社会福祉基金 202,716,947 202,716,947 202,716,947

交通災害遺児等基金 11,524,688 11,524,688 11,524,688

地域福祉基金 1,250,197 689,783,200 691,033,397 691,033,397

市有林・県有林管理基金 2,734,855 2,734,855 2,734,855

ふるさと農村活性化基金 15,973,907 15,973,907 15,973,907

高速交通関連施設管理基金 33,226,184 33,226,184 33,226,184

交通施設整備基金 26,975,170 26,975,170 26,975,170

観光施設整備基金 127,958,616 127,958,616 127,958,616

文教施設整備基金 871,119,244 871,119,244 871,119,244

スポーツ振興基金 303,033,706 207,824,400 510,858,106 510,858,106

環境基金 110,247,125 110,247,125 110,247,125

土地開発基金 367,059,614 282,973,189 650,032,803 650,032,803

奨学基金 28,693,806 75,565,000 104,258,806 104,258,806

合計 9,247,597,207 2,196,991,600 282,973,189 75,565,000 11,803,126,996 11,803,126,996



⑤貸付金の明細 （単位：円）

当期末残高 徴収不能引当金 当期末残高 徴収不能引当金

住宅新築資金等貸付金 6,168,941 0 - - 6,168,941

合計 6,168,941 0 - - 6,168,941

区分
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計



⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

住宅新築資金等貸付金元利収入 80,384,319 0 住宅新築資金等貸付金元利収入 1,039,104 0

小計 80,384,319 0 小計 1,039,104 0

【未収金】 【未収金】

市税 68,131,033 10,560,310 市税 34,284,920 1,817,122

分担金及び負担金 4,696,400 286,480

使用料及び手数料 7,634,276 1,702,444

諸収入 12,285,685 589,713

小計 68,131,033 10,560,310 小計 58,901,281 4,395,759

合計 148,515,352 10,560,310 合計 59,940,385 4,395,759



（2）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち１年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 17,488,347,647 1,806,955,596 6,155,016,727 157,220,597 6,378,706,000 4,156,150,000 0 0 0 641,254,323

　　一般公共事業 1,012,348,348 61,303,261 940,948,348 71,400,000 0

　　公営住宅建設 126,944,810 18,920,203 124,724,213 2,220,597 0

　　災害復旧 23,518,566 1,545,343 23,518,566 0

　　教育・福祉施設 4,729,857,968 203,691,148 4,330,449,968 203,300,000 196,108,000

　　一般単独事業 10,901,379,582 1,332,410,940 85,646,149 155,000,000 6,175,406,000 4,084,750,000 400,577,433

　　その他 694,298,373 189,084,701 649,729,483 44,568,890

【特別分】 12,903,506,215 960,701,277 12,156,458,716 309,521,035 0 437,526,464 0 0 0 0

　　臨時財政対策債 12,717,814,528 917,426,979 11,970,767,029 309,521,035 437,526,464 0

　　減税補てん債 185,691,687 43,274,298 185,691,687 0

　　退職手当債 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0

合計 30,391,853,862 2,767,656,873 18,311,475,443 466,741,632 6,378,706,000 4,593,676,464 0 0 0 641,254,323

②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均利率

30,391,853,862 29,432,563,834 835,825,078 30,838,364 63,143,440 28,501,528 0 981,618 0.446%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

30,391,853,862 2,767,656,873 2,697,943,037 2,794,808,646 2,835,926,570 2,815,243,376 10,421,035,673 4,044,978,048 1,513,007,375 501,254,264

④特定の契約条項が付された地方債の概要

特定の契約条項が
付された地方債残高

該当なし

契約条項の概要

-

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

徴収不能引当金 20,239,209 5,283,140 14,956,069

退職手当引当金 3,338,152,000 262,717,819 394,437,819 3,206,432,000

賞与等引当金 273,363,000 275,941,000 273,363,000 275,941,000

区分 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（1）補助金等の明細 （単位：円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

その他の補助金等 千曲坂城消防組合負担金 千曲坂城消防組合 722,671,467 消防

後期高齢者医療給付費負担金 長野県後期高齢者医療広域連合 661,048,900 後期高齢者医療給付

葛尾組合負担金 葛尾組合 354,582,000 環境衛生

しなの鉄道安全輸送設備整備事業負担金 しなの鉄道㈱ 1,940,000 運輸交通

千曲衛生施設組合負担金 千曲衛生施設組合 108,701,383 環境衛生

長野広域連合負担金 長野広域連合 317,318,000 総務・福祉・環境衛生

社会福祉協議会運営費補助金 (福)千曲市社会福祉協議会 58,610,000 福祉

その他 - 927,556,296 -

計 3,152,428,046

合計 3,152,428,046

他団体への公共施設等整備補助金等
（所有外資産分）



３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：円）

会 計 区 分 金 額

7,635,484,976

1,268,615,870

309,760,095

7,060,256,000

195,817,000

45,881,000

209,360,041

7,981,000

16,733,155,982

国 庫 支 出 金 617,298,000

県 支 出 金 63,230,000

計 680,528,000

国 庫 支 出 金 2,061,911,089

県 支 出 金 1,235,451,825

計 3,297,362,914

3,977,890,914

20,711,046,896

（２）財源情報の明細 （単位：円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

18,935,861,330 3,297,362,914 - 12,510,798,733 3,127,699,683

7,433,370,716 680,528,000 3,909,300,000 2,274,834,172 568,708,544

1,908,079,422 - - 1,526,463,538 381,615,884

－ - - - -

28,277,311,468 3,977,890,914 3,909,300,000 16,312,096,442 4,078,024,112

内訳

純行政コスト

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加

その他

合計

区分 金額

交 通 安 全 特 別 交 付 金

小 計

国県等補助金
経常的
補助金

小 計

合 計

資本的
補助金

財源の内容

一般会計

税収等

地 方 税

税 関 連 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（1）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

要求払預金 3,031,395,335

合計 3,031,395,335


